
県民意識調査結果について 資料３ 

１ 結婚                             

○ 結婚の意思があると回答する人の割合は、前回と今回でほぼ変わらない 

（87.2%（平成 20年県民意識調査）→87.6%（今回調査））

○ 独身にとどまる理由として、結婚したい相手にめぐり会わないが最多 

結婚したい相手にまだめぐり会わないから 

経済的な余裕がないから 

56.4%（１位）→51.4%（１位）
35.1%（２位）→24.3%（２位）

３ 子育てとワークライフバランス（家庭内役割分担） 

○ 女性が子育てをしながら働く上での問題点として、仕事と育児の両立が体力的・時間的に厳しい

ことを挙げる女性が依然として多い（64.3%（１位）→68.6%（１位）） 

○ 働きやすくない原因は労働時間が長いが最多、男女で差が大きい項目あり＜新規調査＞

男性 女性 差

日常的に労働時間が長い

子の急病等のとき職場で柔軟な対応ができない

職場でキャリア形成している例が少ない

54.5%（１位）
29.8%（５位）
6.0%（12位）

44.0%（１位）
39.6%（４位）
15.1%（８位）

10.5 
－9.8 
－9.1 

○ 子育ての関わりが不十分だと感じている親は減少 

男性 女性

関わりが不十分 39.4%→34.4% 13.1%→8.9% 
○ 平日男性が子どもと過ごす時間は減、休日は増 

平日 休日

０～ ３時間

１２～２４時間

59.8%→75.2% 
1.2%→0.8% 

15.4%→15.6% 
24.9 %→35.5% 

○ 男性の子育ての関わりが不十分な理由に、男女で差が大きい項目あり 

男性 女性から 差

仕事が忙しすぎるため

趣味や自分の個人的な楽しみを大切にするため

子育ては女性がすべきと考えているため

78.9%（１位）
17.8%（２位）
13.3%（３位）

63.2%（１位）
46.2%（２位）
35.7%（３位）

15.7 
－28.4
－22.4

○ 子どもが生まれてからの時間の使い方が変わらないのは男性が多く、女性は子ども中心の生活と

なっている傾向。また、男性の自分の時間の使い方について、夫婦の意識に差あり ＜新規調査＞

男性自身の

時間の使い方

妻から見た夫の

時間の使い方

女性自身の

時間の使い方

夫から見た妻の

時間の使い方

働き方 変わらない

仕事を辞めた

77.1%（１位）
0.4%（８位）

77.4%（１位）
0.6%（７位）

15.7%（４位）
39.2%（１位）

18.7%（２位）
39.7%（１位）

自分の時

間の過ご

し方

変わらない

自分の時間を持たない

友人、趣味の時間減

26.0%（３位）
24.0%（４位）
40.8%（１位）

46.5%（１位）
10.4%（５位）
17.1%（３位）

9.1%（６位）
51.4%（１位）
42.7%（３位）

9.9%（６位）
43.1%（１位）
32.4%（５位）

○ ワークライフバランスと仕事への意欲には相関関係がある ＜新規調査＞

仕事への意欲

回答者数 そう思う ややそう思う
あまりそう思

わない

まったくそう

思わない
無回答

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
状
況

そう思う 333 53.5% 33.9% 9.6% 1.2% 1.8%

ややそう思う 510 25.3% 53.7% 16.3% 2.2% 2.5%

あまりそう思わない 425 17.9% 36.7% 37.2% 6.1% 2.1%

まったくそう思わない 102 28.4% 21.6% 16.7% 28.4% 4.9%

２ 出産・子育て 

○ 安心して子を産み育てる社会のための施策として、経済面での支援希望が多い＜新規調査＞

安定した雇用など生活基盤の確保

子育てにかかる経済的負担の軽減

64.7%（１位）
54.9%（２位）

○ 女性が希望する妊娠・出産時の施策として、不妊治療への助成の拡充の希望が増加 

妊娠中の健康診断の無料化

不妊治療の助成の拡充

62.3%（１位）→54.5%（１位）
36.7%（４位）→40.9%（２位）

○ 理想子ども数の平均（2.57→2.48人）、予定子ども数の平均（2.17→2.07人）前回を下回る。
○ 理想の子ども数と予定子ども数の差は、前回と今回でほぼ変わらない（0.40人→0.41人）
○ 理想より予定子ども数が少ない理由として、経済的理由を挙げる人の割合が減少

子育てや教育にお金がかかりすぎるから 

働きながら子育てができる職場環境がないから＜新＞

60.0%（１位）→54.9%（１位）
21.4%（２位）

○ 子育ての負担な点として、割合は減少しているが、依然として経済的な理由が高い 

子育てに出費がかさむから 

自分の自由な時間が持てないから 

62.4%（１位）→56.2%（１位）
46.7%（２位）→42.4%（２位）

○ 結婚支援施策としては、「安定した雇用の提供」が 58.3%で最も多い。＜新規調査＞
○ 育児支援策として、多様な保育サービス、職場環境の整備の希望が増加 

児童手当等経済的支援の充実

多様な保育サービスの充実

育児休業しやすい職場環境整備

教育費への支援

子ども医療費への支援

63.4%（１位）→46.4%（１位）
29.0%（４位）→31.6%（２位）
26.3%（５位）→28.5%（３位）
40.1%（２位）→24.7%（４位）
39.3%（３位）→23.9%（５位）

○ 利用したい制度として、病児・病後児保育が１位、学童期の放課後が増加 

病児・病後児保育

放課後子ども教室＜新＞

放課後児童クラブ

17.1%（２位）→17.4%（１位）
14.4%（２位）

13.2%（４位）→13.3%（３位）

○ 子どもを通じたご近所づきあいは微減 

子どもを通じて関わっている人はいない

子どもを遊ばせながら立ち話をする人がいる

5.2%（８位）→7.5%（８位）
62.2%（２位）→58.1%（２位）


